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２０１３年度 

産業構造審議会産業技術環境分科会地球環境小委員会 

自動車・自動車部品・自動車車体ＷＧ 

 

日時 平成25年12月18日（水）16：58～19：00 

場所 経済産業省別館６階 626-628会議室 

 

 

○小見山室長  定刻より若干早いですが、委員の先生も説明者の方々も揃っておられる

ようでございますので、ただいまから、産業構造審議会地球環境小委員会自動車・自動車

部品・自動車車体ＷＧを開催したいと思います。ご多忙のところご出席賜りまして、誠に

ありがとうございます。 

まず初めに、産業構造審議会の組織変更についてご報告申し上げます。自動車・自動車

部品・自動車車体ＷＧの上部組織に当たる「環境部会」が、本年７月１日に「産業技術分

科会」と統合されて、新たに「産業技術環境分科会」となりました。従いまして、自動車

・自動車部品・自動車車体ＷＧの正式名称につきましても、「産業技術環境分科会地球環

境小委員会自動車・自動車部品・自動車車体ＷＧ」となりましたので、形式的な変更では

ございますが、ご報告させていただきます。 

 まず、委員の交代についてご報告申し上げます。 

 主婦連合会副会長の角田禮子委員、一橋大学大学院商学研究科教授の栗原史郎委員、早

稲田大学理工学部教授の永田勝也委員がご退任されました。 

新たにご就任された委員として、公益社団法人日本消費生活アドバイザー・コンサルタ

ント協会理事・環境委員長の大石美奈子委員、早稲田大学環境総合研究センター准教授の

小野田弘士委員、東京大学教養学部附属教養教育高度化機構環境エネルギー科学特別部門

客員准教授の松本真由美委員にご着任いただきました。 

 本日は全委員にご出席いただいております。また、本日の審議は公開とさせていただき

ます。 

冒頭に申し上げました産業構造審議会の組織変更に伴って、今回が自動車・自動車部品

・自動車車体ＷＧの初回会合ということになりまして、改めて座長を互選いただく必要が

ございます。 
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 事務局といたしましては、これまで座長をお務めいただいてきた松橋先生に引き続き座

長をお引き受けいただきたいと考えておりますが、委員の皆様におかれては異論ございま

せんでしょうか。 

（「異議なし」の声あり） 

 ありがとうございます。それでは、松橋委員に自動車・自動車部品・自動車車体ＷＧ座

長をお願いしたいと存じます。 

 早速ではございますが、松橋座長から一言ご挨拶いただければと思います。宜しくお願

いいたします。 

○松橋座長  ただいまご紹介いただきました松橋でございます。何とぞよろしくお願い

いたします。それでは、着席させていただきます。 

 この産構審の産業技術環境分科会地球環境小委員会という組織でございますが、今、小

見山室長のほうからお話がありましたように、いろいろな組織変更があるということでご

ざいます。また、世界的な情勢をみましても、ご承知のように、ＣＯＰの会議において日

本政府の新たな目標が発表されたということ、それから、今後数年間にわたってやはりい

ろいろと動きがあるだろうと。世界の情勢をみながら、日本の産業界、きょうは自動車・

自動車部品・自動車車体ということでございますが、こういった世界の中で厳しく競争し

ながら頑張っておられる業界も含めまして、どのように戦略をつくっていくのかというこ

とを考えていかなければいけない。 

先週、実は鉄鋼ワーキングというのがございまして、こちらのほうは私は一委員として

出席させていただいたわけでございますが、鉄鋼ワーキングのほうも、長い自主行動計画、

1990年代からの歴史の流れをみたときに、いろいろな当時の状況を踏まえて自主行動計画

をつくり、そしてそれがいろんな、景気ですとか自然災害とかの影響を受けながら今日こ

こに至っているという、その中で戦略的にいろいろなことを踏まえて、また新しい2013年

度以降の戦略をつくっているということを我々も認識したわけでございます。 

 自動車業界、さっき申し上げましたように、世界的に大変厳しい競争の中に生きている

わけでございますが、それと同時に、エネルギーの問題、そして、地球温暖化に対する対

策の問題も非常に早い国際交渉の中で動いておりますので、そこを今後も注視しながら、

注意深く新しいものをつくっていくということが必要になろうかと思っております。そん

なことで、ぜひ委員の皆様方のお力をおかりしながら進めてまいりたいと思っております

ので、何とぞよろしくお願いいたします。 
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 それでは、早速でございますけれども、議事のほうに入ってまいりたいと思います。 

○小見山室長  本日は、2012年度までの自主行動計画の進捗状況と2013年以降の低炭素

社会実行計画の策定状況についてご説明いただくため、日本自動車工業会、日本自動車車

体工業会、日本自動車部品工業会、日本産業車両協会よりご担当の皆様にご出席いただい

ております。 

ご説明に当たりましては、予めお願い申し上げたとおり、日本自動車工業会・日本自動

車車体工業会については持ち時間15分、それ以外の団体については、おのおの持ち時間10

分でご説明いただければと思います。委員の方々に十分な議論をしていただくために、持

ち時間終了の際には事務局よりメモを差し入れますので、進行にご協力いただければと考

えております。宜しくお願いいたします。 

 それでは、議事に移りたいと思います。以降の議事進行は松橋先生にお願いしたいと思

います。宜しくお願いいたします。 

○松橋座長  それでは、早速でございますが、議事に入ります。 

 まずは、事務局のほうから配付資料の確認及び資料３の説明をお願いいたします。 

○小見山室長  配付資料の確認をさせていただきます。 

お手元の「配付資料一覧」に基づいてご説明いたします。資料１は議事次第、一枚紙で

ございます。資料２、委員名簿、一枚紙でございます。資料３－１と３－２、横長のエク

セルシートでございます。資料４が日本自動車工業会・日本自動車車体工業会の資料でご

ざいまして、４－１、４－２、４－３、４－４と４種類の資料がございます。資料５が日

本自動車部品工業会の資料でございまして、５－１から５－３まで３種類の資料がござい

ます。資料６が日本産業車両協会の資料でございますが、６－１、６－２の２種類の資料

がございます。 

資料の不足等ございましたら、今でも後でも結構でございますので、事務局までお申し

つけいただければと思います。 

 続きまして、資料３でございます。横長のエクセルの表２つでございますが、これにつ

いてご説明申し上げます。 

資料３－１は2012年度の実績を示したものでございます。黄色に塗っておりますのは目

標水準を超過達成しているという意味でございます。2012年度に関しては、日本自動車工

業会・日本自動車車体工業会、日本自動車部品工業会、日本産業車両協会の全団体が達成

されているということでございます。 
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資料３－２でございますが、2008年度から2012年度の第一約束期間５カ年の実績でござ

います。左から団体名、目標指標としてＣＯ2排出量、ＣＯ2原単位を採用している旨の記

載があり、基準年度はいずれも1990年でございます。目標水準がその隣の欄にございまし

て、その横に５年間の平均の実績を基準年度比で示してございます。日本自動車工業会・

日本自動車車体工業会は▲40％ということで、▲25％という目標に対して超過達成されて

います。日本自動車部品工業会はＣＯ2排出量が▲23.5％で、目標の▲７％に対して336％

の超過達成となってございます。ＣＯ2原単位でも目標に対して210％の超過達成というこ

とでございます。日本産業車両協会も、ＣＯ2排出量▲10％の目標に対して実績は▲23.4

％で目標達成し、達成率でみると233％になっているということでございます。 

 一番右の欄が2013年度以降の「低炭素社会実行計画」の策定状況の欄でございます。日

本自動車工業会・日本自動車車体工業会の目標は1990年度比で▲28％。日本自動車部品工

業会は2007年度比で▲13％という目標。日本産業車両協会は2013年度内に計画を策定予定

ということでございます。 

 以上、簡単ではございましたが、ご報告申し上げます。 

○松橋座長  いかがでございましょうか。今の点につきましてご質問等ございますでし

ょうか。 

ここでは簡単なクオリフィケーションと申しますか、もし確認の点がございましたらご

指摘いただければと思いますけれども、いずれも超過達成になっているという形はおわか

りいただけるかと思います。よろしいでしょうか。 

 「低炭素社会実行計画」のお話もありましたけれども、また後ほど、各取り組みの説明

もいただきますので、その後でも、そちらについてはご質問があればということでさせて

いただければと思います。 

 それでは、早速でございますが、資料４以降につきまして、それぞれ、日本自動車工業

会・日本自動車車体工業会から順に取り組みのご説明をお願いいたしたいと思います。 

○岡山氏  それでは、自動車工業会・車体工業会を代表いたしまして、自工会の岡山の

ほうからご説明させていただきます。資料４－３と４－４を使わせていただきまして、自

主行動計画、低炭素社会実行計画をご説明させていただきます。 

まず、資料４－３をごらんください。ページをめくりまして、右の下のほうにスライド

№がございますので、これをガイドでご説明申し上げます。 

 スライド１をごらんください。ここにございますのが私どもの業態の概要でございます。
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自主取り組みの参加企業が54社、売上高でみましたカバー率は約99％となってございます。

細かな製品とか金額はここにございます。 

 また、スライド№２には、ＣＯ2という面でみての経団連の中での位置づけでございま

す。私どもの業態の特徴としまして、自動車という製品が出すＣＯ2は多うございますけ

れども、それをつくる過程でのＣＯ2というのは、産業界という中でみれば1.2％というよ

うなものでございます。 

 続きまして、スライド３をごらんください。これが私どもの排出実績でございます。下

のグラフにございますのが電力と電力以外に分けたＣＯ2の排出量の90年からの推移です。

私どもの自主行動計画の目標値は、90年の844万トンを2008年から2012年の平均で25％、6

32万トンまで下げるというものでございます。結果は、ここにございますように、５カ年

の平均で40％減ということで目標達成です。 

ただ、細かくみますと、2009年以降、リーマンショックとか震災の影響とかいうことが

ございまして、生産台数も含めて非常に大きな変動があってこのような結果になっており

ます。詳しくは後で申し上げます。 

スライド４が、その取り組みの過程で目標値の引き上げ及び自工会、車工会の合算とい

うことをやっております。97年の自主行動計画の立ち上げ時には、自工会、車工会別々の

目標値をもっておりました。ただ、自工会、車工会というのは、非常に生産の連動という

のもございますので、これはやはり合算して一体となってやったほうがいいということを

考えまして、統合という形をとっています。その間に自主的に目標値を３回見直している

という経緯をたどっております。 

次のスライド５をごらんください。これが先ほど申し上げました実績の細かな内訳でご

ざいます。上がＣＯ2、下がエネルギーという観点でみたものでございます。このグラフ

の見方でございますけれども、濃い青の棒線がＣＯ2の排出量、薄い棒線が四輪の生産台

数、ピンクが生産額、緑が原単位でございます。 

私どもの業態としましては、いろいろつくっているものも違うし内外製の比率も違うも

のですから、原単位を設定するというのは非常に難しいのですけれども、マクロ的にＣＯ

2の排出量と生産額をえいっと割ってみた原単位の推移というものを示しております。先

ほども申し上げましたように、2008年、リーマンショックで生産台数がどんと落ちており

ます。そのために工程の稼働率が下がりまして、原単位がぐぐっと悪くなっている。一方、

2010年以降は、原発の問題もございまして、ここでも原単位がぐぐっと悪くなっていると
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いうような状況でございます。90年以降でみますと、一生懸命原単位が下がってきたとい

うのはごらんいただけるかと思います。 

一方、エネルギーでみますと、同じような傾向にはみえますけれども、原発の影響とい

うのがないような状況をみてとっていただけるかと思います。 

次のスライド７をごらんください。それではどのような対策をしてきたのかというよう

な点を書いてございます。これは2012年度をピックアップしておりますけれども、例えば

エネルギーの供給側の対策、使用側の対策、供給方法、運用管理の高度化の対策、生産ラ

イン統廃合、集約の対策、燃料転換等とございます。非常に細かな対策の積み上げという

ことでございますけれども、概していえるのが、私どもの対策というのは生産効率の向上

とともにとられてきたという経緯がございます。 

例えばの例でございますけれども、スライド８でございます。これはようやく経済の状

況も上向きになってまいりまして、新しい取り組み、新しい工場という投資の機会がござ

いました。その際にどのような対策をしたかというような例でございます。 

下の絵にございますように、まず生産効率を上げようということで、できるだけコンパ

クトなラインをつくろうという取り組みをしました。その結果、この工場の高さが低くで

きて、面積も小さくできた。その結果、さまざまな照明とか空調の付随するようなＣＯ2

とかエネルギーの使用量も削減できたよというものでございます。 

スライド９をごらんください。ここからが製品によるＣＯ2の削減というものでござい

ます。これはコミットするものでございませんけれども、このような取り組みを行ってい

るという例でございます。ここにございますように、運輸部門のＣＯ2というのは、自動

車単体の取り組みだけでは進みません。国民の皆様の車の効率的な利用とか燃料メーカー

さんの燃料の多様化、あとは政府の方々の交通流の改善等々の統合的な対策が必要でござ

います。 

その中で自動車メーカーの取り組みを取り上げますと、10にございますように、実は燃

費の改善というのは非常に細かな技術の積み上げでなってきております。 

スライド11にございますのが国内の乗用車の燃費改善の実績でございます。青線にござ

いますように、実績は年々改善がどんどん進んできている。燃費基準を上回る勢いで改善

が進んできているというものでございます。 

また、12ページにございますように、さまざまな次世代車の導入ということを図ってき

ております。 
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その結果がスライド13でございます。これは次世代車、主にハイブリッドとか電気自動

車とかいうものでございますけれども、それの導入台数でございます。ただ、右の円グラ

フにございますように、この市場の保有台数でみますと、市場の保有台数の中に次世代車

が占める割合は４％ということで、まだまだ非常に少ないものでございます。 

スライド14が、これはまた別の観点でございますけれども、効率的な利用ということで、

運転者の皆様にエコドライブを進めていただこうという取り組みをいろいろ進めておりま

す。エコドライブをするだけで実質燃費が約10％上がるというようなこともございますの

で、このような取り組みを一生懸命進めておるというものです。 

その結果が15ページでございます。これは政府のほうがまとめております運輸部門の取

り組みの実績と、2001年程度にピークアウトしまして、現在、２億2,700万トンというよ

うな状況にございます。 

16ページはそれをもう少し分解したものでございます。データ自体は2009年ということ

で少し古うございますけれども、この削減量がどういうものからなっているかを分解した

ものでございます。 

左の絵にございますように、①が燃費向上しろ、②が交通等の対策、③が自営転換、モ

ーダルシフト等の影響対策の結果、④が自動車以外の対策というものでございます。先ほ

ど述べましたように、燃費の向上というのはさまざまな細かな技術の積み上げでございま

す。それぞれの技術の思いつくものを述べておりますけれども、右の表にございますよう

に、それぞれいろんな業界さんと連携しながら取り組みを進めてきたというものでござい

ます。それは、交通流改善につきましても、走行量低下につきましても、全ていろんな業

界さんとの連携の結果と理解しております。もちろん、政府等のご支援のたまものでもあ

るのはとりもなおさずでございます。 

最後、17ページでございます。ＬＣＡというのが私ども古くから手がけているものでご

ざいます。これは各社の取り組みの状況というもので、各社の取り組んでいるものを張っ

てございます。主にこのＬＣＡの導入の目的というのは、車を開発するときに、前つくっ

た車よりもよりよいものをという形で各社が取り組んできているというものでございます。 

それでは、次に資料４－４をごらんください。これからが「低炭素社会実行計画」でご

ざいます。重複するところもございますので、かなりはしょってご説明させていただきま

す。 

まず、スライド３をごらんください。これは「低炭素社会実行計画」にどのような企業
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が参加しているかというものです。先ほどの自主行動計画より若干変わっております。 

その内容はスライド４をごらんください。自主行動計画の内容としましては、自動車・

二輪・同部品を製造する事業所及び商用車架装を行う事業所ということで考えておりまし

た。今回、それに加えて、自動車製造に関するオフィス・研究所も追加して、対象範囲を

拡大しております。また、関係する企業も若干ふえているというような状況でございます。 

また少し飛ばさせていただきまして、低炭素社会の内容ということで、スライド12まで

お飛びください。12、13ページが私どもの「低炭素社会実行計画」の2020年度の削減目標

の内容でございます。まず上の前提条件をみていただきますと、2020年の生産台数を1,17

0万台と。これは2007年の実績とほぼ同等というものを引いております。一方、次世代車

の比率、18％というものを置いております。 

それを少し詳しく申し上げますと、スライド13をごらんください。1990年が990万トン

でございます。また、2005年の実績が786万トン。そこからＢＡＵを引きますと、先ほど

の1,170万台の生産台数を踏まえて、及び次世代車の比率増加によって生産工程のＣＯ2は

ふえます。その分も加味したものが、ＢＡＵが874万トン、そこから省エネ努力、電力の

改善、係数の改善ということで28％というものを見積もっています。 

ただし、電力係数の改善というのは、震災前に、経団連指定というものがございました

ので、それを置いております。したがいまして、電力係数の見直しがされた時点で目標値

を見直すというものでございます。 

一方、目標値の位置づけでございますけれども、従来の自主行動計画で行ってきたよう

に、取り巻く情勢、取り組み状況に応じて一段高い目標を目指して、自ら目標値を見直し

ていくというものをビルトインしております。 

その中で、スライド14からが目標値の妥当性ということで、どのようにこの83万トンと

いうものを積み上げたかということでございます。先ほど実績の中でご説明させていただ

きましたエネルギー供給側の設備改善、使用側の設備改善、運用管理、燃料転換、革新的

技術開発、及びオフィス・研究所の省エネ努力に分けて積み上げをしております。 

例えばスライド15にございますのがエネルギー供給側の設備改善でございます。それぞ

れのメンバー会社が、下の円グラフにございますように、例えば高性能ボイラーがどのぐ

らいの導入状況にあるか。それが2020年にはどのくらいまで行き得るかというものを見積

もりながら、過去の削減の取り組みをプロットしながら将来ポテンシャルというものを見

積もっております。例えば、このエネルギー供給側の設備改善ですと約13万トンというも
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のを見積もっております。 

同等な手法を用いまして、16ページからがそれぞれの取り組みの見積もりでございます。

16ページが「エネルギー使用側の設備改善」ということで23万トン。同様に、17ページが

運用管理の改善で13万トン、燃料転換で９万トン。 

また、18ページが革新的技術開発でございます。ここは18万トンというぐあいで見積も

っておりますけれども、ここは実は各社の競合領域。ここでどれだけ生産効率が各社上げ

ていかれるかということで、余裕しろというか、将来の各社の頑張りどころというところ

でございます。こういうものも見つめながら、順次取り組みが進めば目標値も見直してい

こうというものでございます。 

一方、19ページに、これは非常にマクロ的な見方でございますけれども、国際比較とい

うものを置いております。先ほど申しましたように、厳密には自動車生産工程の原単位の

比較というのができません。ただ、マクロ的にＣＯ2と生産額あたりをえいっと割ってみ

た比較というものはできます。そういうものを並べてみますと、日本の自動車産業という

のは、ほかの国の自動車産業に比べても比較的よい原単位をもっているということがわか

るかと思います。 

一方、製品側のＣＯ2の削減への貢献でございます。先ほど申しましたように、20ペー

ジからは取り組みの内容ということで重複しますので、割愛いたします。 

29ページまで飛んでください。ただ、製品側の貢献ということで、製品の燃費改善、次

世代車の開発・実用化によってＣＯ2がどれだけ削減のポテンシャルがあるかというもの

を見積もっております。これは、政府とのお話の中で、燃費改善及び乗用車の次世代車が

どれだけ入るかということで、どれだけＣＯ2が削減し得るかというものを見積もってお

ります。民間努力ケースでどれだけと、また、政府のご支援をいただいた場合どれだけと

いうものを見積もった結果でございます。ポテンシャルとしては600万から1,000万トンと

見積もっております。 

一方、30ページが、ではそれらのものを世界に適用したらどのぐらいのポテンシャルが

あり得るかというものでございます。前提が左に書いてございますけれども、国内と同様

に、世界の新車の販売の18％がハイブリッドになったとしたらどのぐらいのポテンシャル

を持ち得るかというものでございます。右のグラフにございますように、世界全体では大

体7,000万トン、このうちの自工会メーカーのシェアを掛けますと、自工会メーカーとし

ては1,700万トンぐらいかなあと考えております。 
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一方、31ページが海外の生産工場のＣＯ2削減ポテンシャル。私どもの会社は海外でい

ろいろな工場を運営しております。そこで国内と同等の原単位改善をしていったらどのぐ

らいになるか。大体195万トンぐらいのポテンシャルをもつと思っております。ポテンシ

ャル、ポテンシャルと申し上げていますのは、先ほどの国内の工場のコミットと違いまし

て、このぐらいのポテンシャルを持ち得るという内容でございます。 

32ページでございます。さらに革新的技術の概要ということで述べさせていただきます。

一番わかりやすく書いてありますのが投資予定額でございます。予定額と書いてあります

けれども、将来なかなかわかりませんものですから、これまでの実績ということで、例え

ば2012年度は自工会各社で年間約2.2兆円の技術開発を進めております。同等規模のもの

を進めていくと、これがとりもなおさず、競争力の源泉と考えております。 

「まとめ」としまして、ここにございますとおりのことでございます。重複するところ

が多々ございますので、割愛いたします。 

以上でございます。 

○松橋座長  ありがとうございます。それでは、日本自動車部品工業会、それから、日

本産業車両協会のほうも引き続いてご説明いただきまして、その後まとめてご質問、ご意

見をいただきたいと思います。 

では続きまして、ご説明のほう、よろしくお願いいたします。 

○小木曽氏  それでは、部品工業会から小木曽が代表してご説明いたします。 

 資料につきましては、資料５－３のプレゼン資料に基づいてご説明させていただきます。

資料１枚目は目次でございます。今回につきましては、この５つの項目についてご説明さ

せていただきます。 

 資料、２ページをごらんください。「自動車部品工業会の概要」ということで、先ほど、

自工会様のほうからご紹介ございましたように、私どもは自動車に積載いたします自動車

部品の一切、それについての製造をしております。自動車部品工業会の概要ということで、

右グラフの円グラフをごらんください。445社が部品工業会に加盟しており、自主行動計

画の参加企業につきましては、198社、約90％がその比率を占めております。エネルギー

につきましても、ほぼ同じような比率という形で認識しております。 

 資料、３ページをごらんください。部品工業会におきます温暖化対策の取り組みでござ

います。目標項目といたしましては、ＣＯ2の排出量と原単位の二本立てで管理をしてお

ります。当初はＣＯ2排出量のみの目標でございましたが、原単位につきましても、効率
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を追求するという観点で、目標を二本立てにしてきた経緯がございます。 

 資料の４ページをごらんください。こちらが1990年を基準にいたしましたＣＯ2の排出

量・原単位の推移でございます。棒グラフがＣＯ2の排出量、折れ線グラフが原単位の推

移になっております。ＣＯ2の排出量につきましては、90年度、715万トンに対しまして、

風船にございますように、５年平均で547万トンということで、23％台になっております。

また、原単位も同じように着実な低減をしております。その上で42％というのが５年の平

均でございます。残念ながら、2010年、2011、2012年という形で、総量・原単位とも上昇

傾向をたどっているという状況でございます。 

 資料の５ページをごらんください。90年と12年を比較いたしました排出量実績の解析で

ございます。大きくは、省エネ原単位の改善に基づく努力、また、電力排出係数の変化、

生産の内外製や商品構成の変化に伴います生産変動というような形でみております。右の

グラフにございますように、それぞれの年ごとにおきまして大きな変動をしておりますけ

れども、大きくマクロ的にみますとこのような変動をしております。 

 資料、６をごらんください。「対策効果の推移」でございます。大きくは電気、燃料と

いう形でとっております。また、それぞれの活動項目におきましては、設備の改善、生産

工程の改善等、それぞれの各企業が努力してきた分を着実に把握しながら対策のほうに結

びつけております。 

 資料、７のほうをごらんください。2013年以降、「環境自主行動計画の改訂」というこ

とで、部工会におきましても、低炭素社会を意識した目標という形に変えてきております。

後ほど数字についてはご説明いたしますが、ＣＯ2の削減、それから、下段にございます

ように、製品開発での取り組みということも強調しながら、各会員企業が取り組む指針を

このようにつくってまいってきております。 

 ８ページをごらんください。「省エネ実施事例」でございます。大きくは生産工程、建

物という区分の中で、生産工程におきまして設備の工程改善や省エネ設備の導入、それか

ら管理の強化というような形で取り組んできております。種々の活動につきましてはこち

らに記載したとおりでございますが、今回につきましては、中段にございます省エネ設備

の導入という観点でご説明させていただきます。 

 ９ページをごらんください。こちらは「パルスエアーブローの導入」ということで、従

来、機械切削工程とかで使用しており、その切粉を飛ばすために大量のエアーブローを使

用しております。切粉が飛ぶだけの量に減らすという観点で、連続ブローを廃止し、間欠
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のブローに切りかえていくというようなことも取り組みながら、一個一個の設備を着実に

切りかえていくことによってエアーの使用量に取り組んできた事例でございます。 

 また、10ページをごらんください。こちらはＬＥＤ照明の導入でございます。設備技術

の開発が促進するに伴いまして、蛍光灯のＬＥＤ照明につきましても、コストのバランス

が可能な限り、照明の切りかえということも進んできております。また、工場の高天井に

ございますような水銀灯につきましても、ＬＥＤ照明に切りかえるなど新たな技術を導入

促進しながら着実な省エネ改善等を進めてきております。 

 資料の11ページをごらんください。部品工業会の環境対応委員会の中で分科会活動を継

続的に活動しており、会員企業に着実に省エネ対策が届くということを進めております。

会員企業の実施事例を着実に情報収集し、それを水平展開していただくというような活動

をまず率先して進めております。事例集につきましては、年２回の定期見直しということ

をしながら、着実に会員企業に届く努力をしております。 

 下に書いてございますのがこのような一覧表になっております。 

 12ページをごらんください。こちら、2012年にも開催しました節電に対する努力でござ

います。会員企業におきましては、節電の工夫をさらに進めるという観点で、部工会が勉

強会を開催しながら、各地区におきましてそれぞれの対策を展開するということを進めて

きております。このように、大きくは電力会社さんの単位ごとに勉強会も開きながら、着

実に会員企業さんに伝わる行動も進めております。 

 13ページをごらんください。こちらは既存の省エネ事例の水平展開状況の確認でござい

ます。先ほどの事例展開が着実に皆さん方に届いているかということをフォローアップア

ンケートという形で進めてきております。こちらは省エネ設備の導入だけを切り取った事

例でございます。13項目の事例に対しまして、各社様の水平展開状況を確認しております。

グラフの見方といたしましては、濃い部分、左側の部分が可能な限り全て実施、それから、

一部実施、今後実施という観点の中で、会員企業がどれだけ進んでいて、どんなところに

困っているかということもピックアップしながら活動の範囲を広げてきております。 

 14ページをごらんください。こちらはオフィス部門と運輸部門の取り組みでございます。

事業活動におきます工場内にあります附属設備におきましても、ＣＯ2の発生量について

も着実に取り組むという観点で排出量と原単位を拾ってきております。主な省エネ対策に

つきましては右に囲ったとおりでございます。また、自家物流の観点におきましても、排

出量と原単位の把握をしながら、着実にこの分野におきましても低減活動を進めるという
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観点でフォローを進めております。 

 次に、15ページをごらんください。製品に対する取り組みでございます。部品メーカー

といたしましては、技術開発に伴いながら、自動車の燃費に貢献するという形につきまし

ても注力を注いでおります。具体的には、部品の軽量化、高機能化、運転支援というよう

な部品からの貢献という取り組みでございます。部工会におきましては、種々の部品がつ

くられるという観点で、なかなかＣＯ2に対する貢献がみにくいというのがございます。

会員企業での見える化を促進するために、部工会におきましては、ツールの作成と普及活

動という観点を2012年、2013年度という観点で進めてきております。 

 一つの事例といたしましては、このようなエクセルによるツールをつくりながら、会員

企業が取り組みやすい対策につきましてもしてきております。 

 16ページにおきましては、インテークマニホールドを中心とした軽量化の評価でござい

ます。従来のアルミ鋳造から樹脂成形に変えることにおきまして、軽量化という観点で進

めてきております。これが事例でございます。 

17ページにおきましては、ＣＯ2以外や森林吸収の取り組みでございます。 

18ページにおきましては、2020年の低炭素社会の実行計画でございます。基本的に我々

は経済成長と環境負荷の削減という観点のもとで、原単位年平均１％という取り組みを進

めていきます。自主行動計画を策定することにおきまして、会員企業への普及や理解とい

う形を現在着実に進めている段階でございます。 

19ページにおきましては、海外を含めた対策の考え方でございます。グローバル展開と

いうことも意識しながら、今回、ＣＯ2、環境管理の活動という形を着実に進めていく予

定にしております。 

部工会からは以上でございます。 

○高瀬氏  日本産業車両協会、高瀬でございます。 

 産業車両製造業における地球温暖化対策の取り組みについてご説明、ご紹介申し上げま

す。資料は６－１と６－２でございます。 

それではまず、資料６－１の一番上の部分で、自動車工業会様、自動車部品工業会様と

同じように、業界の概要といいますか、位置づけについてお話をさせていただきます。 

 業界の概要といたしましては、産業車両製造業は、フォークリフト、構内運搬車等の構

内運搬荷役車両を生産する製造業と簡単にいえますけれども、こういった産業車両の位置

づけといたしまして、大きくいうと自動車でございますけれども、機械と自動車の間のよ
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うな位置づけと申しますか、使われ方、形状等、そういった位置づけにあると思います。

そういう意味から、全て、B to Bの製品ということで、個人ユーザー様がいらっしゃらな

いという製品でございます。 

また、業界ということでは、１つは専業メーカーが必ずしも多くないということで、今

回、下のカバー率でごらんいただきますとおり、私ども、会員企業46社に対しまして計画

参加が７社となっておりますけれども、この７社以外のところでは、例えばほかの産業機

械であったり電気機械といった業界に属されている企業が多く、そちらがむしろ主たる事

業となっておりますので、産業車両７社でございますけれども、生産規模でいいますと96

％ほどカバーしております。また、ほかの産業機械、電気機械に加盟されて産業車両をつ

くっていらっしゃる企業さんも、そちらの他の業界の自主行動計画にご参画されていると

思いますので、全体としてみますとこの96％以上のカバー率かなと考えております。 

 私ども、この自主行動計画に関しましては、2003年に策定いたしました、1990年度を基

準年度といたしまして2008年から2012年度の５年間の平均でＣＯ2の排出量平均値を10％

削減するというものでございます。 

細かく申し上げますと、２ページ目をごらんいただきたいと思います。まず、一番上の

表が2012年度の実績でございます。2012年度のＣＯ2の排出量は4.7万トンということで、

基準年度に対しまして23.4％減少いたしました。その下が2008年から2012年度の５年間の

平均でございます。こちらも同じく23.4％とマイナスということで、目標の10％を大きく

超過する削減を達成いたしております。 

 その目標達成するためにさまざまな取り組みがなされております。その下が過去４年ほ

どの取り組みの主なものを挙げておりますけれども、大きく申し上げますと、１つは、こ

こにはっきり出てこないところもございますが、よりＣＯ2の排出係数の低いエネルギー

源への転換というのがございます。 

 例えば1990年度、基準年度で申しますと、Ａ重油がメイン換算のエネルギー、私ども業

界で使っているエネルギーの17％ほどが重油に頼っておりましたけれども、2012年度、３

％まで下がっておりまして、そのかわり、よりＣＯ2の排出係数の低い、ガスであれ、都

市ガスであったり電気といったほうにシフトしているという取り組みを進めてまいりまし

た。また、生産工程におきましては、先ほど自動車工業会様のお話もございましたが、大

きなドラスティックな、この装置を入れれば大きく減るというのはなかなかないものです

から、細かな改善を積み重ねて省エネを図ってまいったということでございます。むしろ、
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工場の空調であったり照明、機械としましてはこちらが非常に効果があったと考えており

ます。 

 続きまして、ちょっとページ飛びまして６ページでございます。「ポスト京都議定書の

取組」という項目で、先ほどご紹介がございました「低炭素社会実行計画」のものになっ

ておりますけれども、冒頭ご紹介いただきましたとおり、私ども、現在、目標の策定を継

続実施して行っているところでございます。昨年度、こちらのワーキングでは、エネルギ

ー原単位の年１％改善の目標をご提示させていただきましたが、現在、より定量的なＣＯ

2の削減量を含めた計画を鋭意策定しておりまして、今年度中にまとめる予定でございま

す。 

 ちょっとおくれておりますけれども、私ども、先ほど申しました専業メーカーが少ない

ということもございまして、主たる事業であったり、親会社、そちらとのすり合わせ等も

ございましたので、若干おくれてしまって申しわけございませんが、今年度中に明確な削

減目標、数値的なものをお出しするというふうに進めているところでございます。 

 今までが生産サイドからの削減の取り組みについてのご紹介でございますけれども、資

料の11ページをごらんいただきたいと思います。「民生部門への貢献」という書き方にな

っておりますけれども、実際、私ども、B to B製品でございまして、民生という、一般消

費者というよりも、お使いいただいております企業さんへの貢献という意味でございます。

先ほど自動車部品工業会さんの取り組みの中で、電動フォークリフトの更新であったり、

自動搬送システムの導入というものを一つのベンチマークでご紹介いただきましたが、大

変ありがとうございます。私ども、そういった形で、産業車両をお使いいただいておりま

す工場であったり倉庫、物流センター、こういったところへよりＣＯ2削減に資する製品

の提供を行って、広く温暖化対策に貢献してまいりたいと考えております。 

そういったものをちょっと細かく書かせていただいたのが資料６－２の６ページをごら

んいただきたいと思います。ここで、まだちょっと最終的なものは検討中でございますけ

れども、「他部門での排出削減に資する製品・サービス等」ということで挙げております

のが、高効率フォークリフトという書き方をしておりますが、ハイブリッドフォークリフ

トですとか高効率の電気式フォークリフト、燃料電池フォークリフトといったものの開発

・普及を進めております。 

フォークリフトの場合は、既に一般公道を走るわけではなくて、工場とか倉庫とか、あ

る程度限定されたエリアでのみお使いいただいておりますので、他の自動車等と比べます
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と、電気車への移行がスムーズであったといえます。また、重い荷物を運ぶ車でございま

すので、軽量化するという必要性もございませんでした。大きな電池を積んで走っても大

丈夫ということがございましたので、現在、毎年国内で販売されます新車のフォークリフ

トの約６割弱は電気式ということになっております。 

 ただ、この中に一番上にハイブリッドフォークリフトと書かせていただいたように、ど

うしても搭載している電池の能力等の制約から、持ち上げる荷物が３トンとか超えてしま

うとなかなか電気式ですとカバーできないというのがございまして、そういう部分で、ハ

イブリッドフォークリフトが今投入されておりますし、また、よりエンジンを使わず電気

だけでもいけるように、例えばリチウムイオン電池等、より強力な電池によります、さら

に電気化の向上を進めてまいれたらと思っております。 

 また、燃料電池フォークリフト、こちらはまだ実証試験段階でございますけれども、自

動車業界さんは2015年というターゲットで今進めていらっしゃると思います。私ども、そ

ういったものに呼応した形で今後普及させて、そういった製品を通じて地球温暖化の対策

に貢献してまいりたいと考えております。 

 簡単でございますが、以上でございます。ありがとうございました。 

○松橋座長  ありがとうございました。 

それでは、各業種のほうからご説明をいただきましたので、ただいまから、委員の皆様

からのご質問、ご意見等を伺いたいと思います。もしご発言がございましたら、ネームプ

レートを立てていただいて、お待ちいただければと思います。ぜひ活発なご意見を期待し

ておりますので、よろしくお願いいたします。 

 今、小林委員の札が上がっておりますので、それでは、小林委員からお願いいたします。 

○小林委員  それでは、何点かご質問させていただきたいと思います。 

 まず１つ目、自動車工業会、自動車車体工業会の部分でございますが、現在、2008年か

ら2010年の実績平均削減目標を大きく超えて達成しておると。この成果については、また

製品による燃料改善等々、大変省エネ対策が進めておられるということについて大変評価

したいと考えて、ご苦労さまでございました。 

 ただ、次の「低炭素社会実行計画」の内容なのですが、ちょっとみせていただきますと、

2020年の目標が2010年実績を上回っております。またもう一点は、次世代自動車の増産に

伴うＣＯ2増ということで30万トンと書かれてございますが、この辺の内容について少し

ご説明をいただければと考えます。 
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 もう一点は、今後の省エネの取り組みとして43万トンと書いてございます。この内容は

資料４－２の４ページの辺に説明が書いてございますが、これが現在の段階で最大限の対

策だということについて、もう少しご説明いただければと思います。 

 次に、部品工業会でございますが、こちらのほうも、ＣＯ2排出量、原単位ともども目

標を大きく超えて達成しているということについては大変評価させていただきたいと思い

ます。ただ、具体的な対策ごとにどのように数値的に削減がなされたのかということが具

体的に書いてないわけですね。例示的にはこういう例示があります、こういう例示という

のは書いてあるのですが、実際にその数値を積み上げる上においてどのような削減がなさ

れたというのが資料にございません。これをぜひ教えていただきたい。あわせて、その具

体的評価を踏まえて次期計画を策定していただければと考えてございます。 

 それから、次の「低炭素社会実行計画」ではＣＯ2の総量削減目標というのはなくなっ

てしまっておりますが、この辺については設定を継続的につくっていただきたいことをぜ

ひお願いしたいと思います。 

 それと同じく、この「低炭素社会実行計画」の中で原単位を2020年で2007年比13％削減

と書いてあります。これは年にしますと１％なのですが、既に、たしか省エネ法で削減指

導が１％だったと思います。すると、もう少しそれに対して深掘りしていただけないのか、

最大限の努力であるというものであれば、その根拠を具体的にお教えいただきたいと思い

ます。 

 最後になりますが、日本産業車両協会でございます。削減目標を達成はしておられるの

ですが、ちょっと厳しい言い方をしますと、その要因は生産量の減少に伴うものではない

か。たしか台数が減少したパーセントとＣＯ2の総量の削減パーセント、同じであったと

思います。すると、そこで実際に業界として削減努力に具体的にどのような内容でどの程

度削減したかということをぜひ教えていただきたい。これができなければ次期計画も策定

できないのではないかと思っております。ぜひお願いします。 

 それから、先ほど申し上げたのと同じことですが、次期計画の「低炭素社会実行計画」、

年１％となっています。これでは本当に最大限とはいいがたいのではないかということで、

業界としてさらなる努力をぜひお願いしたいと思っております。 

 それから、これは各業界とは直接は関係ないのですが、またほかの業界のヒアリングに

私出させていただいてないので、内容的にどのように設定されているかわからないのです

が、2020年の目標について、基準年を何年にするかというのがばらばらなのですね。書い
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ておられるのをみていると、1990年比幾らとか、2007年比幾らとか、現在である2012年比

幾らと。これは、できたら、経産省さん、環境省さん、あわせていただきたい。そうしな

いと比較検討できないということがございまして、ぜひお願いしたいと思います。 

 それからもう一点、これはお聞きしたいのですが、自動車に関連する各工業会とか、そ

れから、今の車両協会等々含めて、こういう環境対策に係る意見交換をするような場、ご

ざいますでしょうか。もしなければ、意見交換をして、できるだけ連携をとって、どこで

どういうようにとわかりやすくしていただければと。 

たしか、以前、部品工業会さんだったかどこだった忘れたのですが、自動車工業会の生

産計画に引きずられて、自分のところで自主的にできないということをいわれた業界があ

ったのです。そういう意味からいきますと、自動車に関する関連業界が連携して、今、車

体工業会と自動車工業会一緒になっていますが、できたらトータルで、こう下がったとい

うふうにわかりやすくしたほうが市民の皆さんにはわかりやすいのではないかなと思いま

すので、ぜひよろしくお願いしたいと思います。 

 以上です。 

○松橋座長  大変詳細にわたってご指摘をいただきましたので、まず、各業界のほうか

ら、今のところまだお札がほかの委員の方から上がっておりませんので、今の小林委員の

ご指摘に対して各業界のほうからお答えをいただき、その後、小見山室長からも、経産省

に対してもちょっとご要望があったように思いますので、お答えいただきたいと思います。

それではまず、自工会様のほうからお願いします。 

○岡山氏  小林先生、ありがとうございました。それでは、一つ一つ答えさせていただ

きたいと思います。 

 まず、この「低炭素社会実行計画」の目標値が現在の実績よりも多いのではないかとい

う点でございます。先ほど少しはしょってご説明してしまいましたけれども、資料４－３

が５ページ、６ページ、資料４－４が12、13ページをお開きください。まず、４－４の12、

13をごらんいただけますか。特に13ページのグラフでございます。 

もう一度ご説明申し上げますと、私どもの28％の目標の建てつけでございますけれども、

2005年の生産台数当たりの原単位で、2020年のＢＡＵをまず引いております。ここのＢＡ

Ｕの設定の1,170万台という数字がございます。これを、同じように、資料４－３の５ペ

ージをごらんいただけますでしょうか。ここの薄い水色の棒グラフが四輪の生産台数の推

移でございます。ここにございますように、2007年までは調子よかったのですけれども、



 

- 19 - 

ここからどーんと減ってきていると。1,170万台というのはこの2007年の大体同等水準で

ございます。何とか今、955万台まで回復しておりますけれども、設備は一応この1,170万

台まであるというものでございます。どこまで国内の生産が回復できるかというのがいろ

いろ難しい局面もございますけれども、2020年ってなかなか見通しできないところもござ

いまして、一応1,170万台を置かせていただいております。 

ただ、先ほど申し上げましたように、取り組みの推進状況において、必要に応じてこの

目標は見直して引き上げていくというものでございます。 

一方、もう一度、資料４－４の13ページのところの次世代車の30万トン、これは何だと

いう点でございます。この次世代車の中の主なものはハイブリッドでございます。ハイブ

リッド車というのは、ライフサイクルではＣＯ2というのが非常に多く、40％ぐらい減る

ものでございますけれども、生産工程ではいろいろモーターとか電池をつくらなければい

けませんものですから、生産工程で約20％余分にＣＯ2が出ます。それを30万台余分にハ

イブリッドをつくるといったときに、この20％分を掛け合わせてＢＡＵを出しております。

この辺に関しましても、このハイブリッドがいかにこれからより多くお客様に買っていた

だくかと。この辺の努力を最大限進めようと思っておりますので、それに従ってここはま

た伸びていってしまうかなという面でございます。 

 それが２つ目のご質問にあった点でございます。 

 一方、43万トンとおっしゃられましたけれども、恐らく、省エネ努力の83万トンが最大

限の努力かどうかということをもうちょっと詳しく述べよということだと思いますけれど

も、先ほど申し上げましたように、83万トンに関しましては、資料４－４の15ページをご

らんください。これも先ほどの繰り返しになってしまうかもしれませんけれども、一応ポ

テンシャルというものを積み上げております。 

この内容でございますけれども、左の上のグラフがございますように、例えば「エネル

ギー供給側の設備改善」というところで、今までの実績をプロットして、さらにどこまで

いくか、暫定曲線をもってそのポテンシャルというのを積み上げております。それを下の

円グラフにございますように、いろんな改善がございますけれども、主なものだけを取り

上げてみるとどのぐらいまでいくかというのを照らし合わせて、大体13万トンぐらいまで

いくかなというものです。これも、繰り返しございますように、私どもの工程というのは

非常に多様な工程からなっておりまして、一概にこういう取り組みでいけばどのぐらいと

いうのを積み上げていくのは非常に難しい面もございます。これも、あとはいろんな現場
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の知恵、それと革新的技術開発というところで、さらなる上積みということもやっていく

と思っております。それらも踏まえまして、取り組みに従って目標値を引き上げていこう

というのがこの中に込められた思いでございます。 

 私どものほうからは大体以上かなと思います。 

○松橋座長  ありがとうございます。それでは、部品工業会様のほうにもご指摘があっ

たようですが、よろしくお願いいたします。 

○小木曽氏  省エネ対策におきます具体的な削減と、それに伴います次期への取り組み

という観点でご説明いたします。部品工業会としましては、会員企業の省エネ努力につき

まして、約100項目以上の分類に基づきまして、その把握と工業会全体での評価をしてお

ります。 

関連資料としましては、資料５－３の11ページでございますが、このような形で、会員

企業が今どんな形で取り組んでいるかということを把握しながら、それを次期対策につい

て積み上げをしていただくという形の支援活動をしております。それがうまくＰＤＣＡが

回る形に今後もしていきたいと考えて、計画の積み上げに反映していくというような取り

組みをしております。 

 ２点目の総量目標の設定につきましては、今後検討という形にさせていただきたいと思

っておりますが、私ども、自主行動計画といいますか、「低炭素社会実行計画」を策定す

る上で国の目標等が全くみえない状況で検討してまいりました。その中では、我々が追求

するのは経済の追求、それから産業構造におきます生産効率の追求、それに伴いますエネ

ルギー効率の追求ということで、原単位がふさわしいという形で一旦結論を出しておりま

すので、それに基づきながら今後ご指摘いただく部分を反映していきたいと考えておりま

す。 

 また、原単位目標についての１％努力が最大限かという観点でございますが、まず、原

単位の削減の根拠におきましては、電力の変動につきましては、変動しないということで

我々は固定係数を使うという形で、省エネの実力一本勝負で原単位をしていきたいとみて

おります。また、削減量におきましては、原単位１％は部工会全体で１年×５万トンから

７万トンの削減量に匹敵いたします。これを今までの実績から比べてみますと、120％か

ら150％の積み上げに相当するという形でみております。まだ具体的な取り組みについて

は完全に積み上がったわけではございませんが、努力しろという観点からみると、かなり

厳しい数値を設定しているというのが我々の認識でございます。 
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 部工会からは以上でございます。 

○松橋座長  それでは、産業車両協会様のほうからお願いします。 

○高瀬氏  それでは、産業車両協会につきまして、ご指摘の点についてお答えいたしま

す。 

まず１点、ＣＯ2の削減イコール生産量の削減という部分、たしかに数字をみていただ

きますとそういう要素もございます。ただ、もちろん、各社、かなり省エネ努力、投資等

をいただいております。ただ、この台数を一つの指標にしたことが果たして適切だったか

という反省点はございます。近年、海外に工場を、各メーカーさん、いろいろおつくりに

なりまして、必ずしも、この統計上、台数としてカウントされないコンポーネントだった

り部品というものもつくっておりまして、そういう部分で、工場の生産のボリューム自体

ふえている部分がございます。今後はそういったものをきちんとこの指数に入れまして、

原単位ともより明確にどうすればできるかというのは考えてまいりたいと思っております。 

 また、個別の具体的な取り組み、あるいは投資等による削減効果につきまして、こちら

も、先ほど自動車工業会さんがおっしゃられましたように、非常に多岐にわたる工程にな

りますので、その一部分を切り離して、このぐらい減ったというのはなかなかいいにくい

部分もございますが、さらに今後目標をつくっていくに当たりましては、そのような深掘

りといいますか、より把握を深めてまいりたいと考えております。 

 それとあと、「低炭素社会実行計画」におきまして、現状、ご指摘いただきましたとお

り、原単位の１％改善という、いわゆる省エネ法と同じ目標を今置かせていただいており

ますけれども、こちらは今年度中により具体的な削減量を入れたものをつくってまいりた

いと考えておりますので、いましばらくお時間を頂戴できればと思います。 

 以上でございます。 

○松橋座長  ありがとうございます。それでは、小見山室長のほうからお願いします。 

○小見山室長  基準年度について、統一するように経済産業省から働きかけたらいかが

か、というお話でございましたが、このフォローアップのプロセスは、あくまでも経済界

が自主的につくられた目標について、ＰＤＣＡを回すお手伝いをするための場を国が提供

するもの、という認識でございます。産業界でどういう目標を立てるか、目標が総量であ

るか原単位であるか、基準年が何年であるかというのは、業界ごとの特性に応じて最適な

ものをお選びになっているという前提でおります。従って、2007年度という基準年を掲げ

ている日本自動車部品工業会におかれては、それが最適であると考えた理由をこのＰＤＣ
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Ａサイクルの中でお示しいただいて、その理屈が通っているかどうかを対外的に公表して

世の中に問うということではないかと考えております。 

 以上でございます。 

○松橋座長  ありがとうございます。今の点につきましては、小見山室長のご説明もも

っともですし、小林委員がおっしゃることも理解はできるのですね。もちろん各業界の事

情もあると。こういったコミュニケーション、これも一つのコミュニケーションの場だと

思うのですが、それぞれの業界のお立場を伺い、委員のご意見も出る中で、今後少しずつ、

もしこの基準年がどこかにより近くなっていくことができるとすれば、確かに外からみて

もみえやすいということはあると思うのですね。こういうダイアローグを通じて少しでも

そういう方向に向かえばということは期待としてはあるのかなと思っております。現状は

こういうことですから、これを踏まえていかなければ仕方ないということもあるわけです。 

それと、先ほど来、総量目標と原単位目標という話がずっと出ておりまして、環境を守

る、あるいは温暖化に対して地球を守るという大前提からしますと、どうしても総量でと

いうことが出てくるわけです。一方で、生産する立場からいきますと、さっき自工会から

もご説明があったように、生産台数とか、それは世界の景気であったり、そのうちのどの

程度を国内で生産するのかといったことも、それぞれの事業者の国際戦略であり、また、

世界の景気にも左右される、競争力ということにも影響される、そういう非常に難しい指

標であるということなのですね。 

 先週、鉄鋼ワーキングがあったのですが、私、鉄鋼の話もずうっと、1980年代、88年の

ＩＰＣＣができたときから鉄鋼業の省エネということにかかわってまいりました。そうい

う経験からしますと、鉄鋼業もまた世界の景気や国際競争に大きく左右されて、大変ご苦

労された形跡がございます。鉄鋼業の自主行動計画、エネルギー消費量の絶対値10％削減

という絶対値で来ているのですね。 

ところが、90年代から、最初はむしろ国内の粗鉱生産量は落ち込む傾向があり、一時、

１億トンを割り込むような状況があった。そして、今度は反転して、中国の経済発展によ

って、むしろ日本の粗鉱製品量は大きく増勢に転じて、最盛期には１億2,000万トンを超

える生産量になったわけです。ここにおいて、鉄鋼連盟さん、あるいは鉄鋼業界は、その

自主行動計画を守るためにクレジットを買うということをされたわけです。一ころ、5,00

0万トン超えるクレジットの契約、いわゆる京都クレジットの契約をされていて、しかし

ながら、その後、リーマン・ショックがあり、さらに東日本大震災があって、今度はまた
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粗鉱生産量は減る方向に転じたわけです。 

 結論から申し上げると、クレジットなしで絶対値を守るという目標がいわば計算どおり

ということにはほど遠い誤算の連続であったと思うのですけれども、結論的にはそういう

ことになったと。今、クレジットをどのように最後処理するのかということも含めて大変

苦労しておられるという状況です。 

「低炭素社会実行計画」のほうをみますと、いわゆる粗鉱の生産量に応じて目標を立て

ますよと宣言されておられるのですけれども、実質的には原単位に近い目標をもっておら

れると私どもは認識しております。そういう意味では、ＣＯ2、あるいはエネルギーに関

しましては、むしろ国際競争している産業からすれば、原単位という形で目標設定するほ

うが自然ではないかなあと私は思っております。もちろん、地球の温暖化、破局を避ける

という大前提からすれば、絶対値で宣言できればそれにこしたことはないのですが、残念

ながら、ＣＯ2のようなものを生産量と切り離してコントロールすることは大変難しく、

ＣＣＳが世界中に広がって、そしてこれが普通にできるような時代になれば生産量とＣＯ

2を切り離すことが可能になりますが、現状においては、国家プロジェクトとして始まっ

て、世界では幾つかそういうものがありますが、まだその技術自身にリスクもあり、経済

性の問題もあるというのが本当のところでございます。したがいまして、私自身はむしろ

原単位で設定されるほうが、景気の変動に左右されない意味では安定的な指標ではないか

なという感覚をもっております。 

 それから、ご指摘の中で年平均１％の削減というのは省エネ法のそのものではないかと

いう、それも確かにご指摘のとおりなのですが、省エネ法は努力目標で、義務ではないの

ですね。実態をみますと、年１％の原単位改善はできてない企業がかなり多くあります。

そういう意味では、きちんと年１％を本当に達成されるということであれば、非常にある

意味では私どもとしては勇気づけられる。私どもは国全体のシミュレーションモデルなん

かを回しておりますが、もしちゃんとそれを各業界がやっていただけるのであれば、日本

全体としては大きな力になると思っております。 

それから、次世代自動車の2020年目標、ご指摘の、必ずしも高くないといいますか、足

元のシェアよりも2020年の目標のほうがむしろ少なくて、そのご説明の中で、次世代自動

車、特にハイブリッドなんかの場合は通常の自動車よりも生産工程でむしろ２割ぐらい、

エネルギー消費なりＣＯ2が出るのだというご指摘がありました。 

 もしこのことのために、このことがあって、それぞれの業界の目標値があるために、次
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世代自動車の生産をむしろ低く設定するということが仮にあるとすれば、それは非常に残

念なことで、再三ご指摘のあるライフサイクルのＣＯ2という観点からすれば、やはりハ

イブリッドその他、次世代自動車のほうが明らかにＣＯ2が少ないわけですので、日本全

体としては、こういうものの生産をふやしていただいたほうが減ると。それにもかかわら

ず、業界の目標値があるために絞るということが仮にあったとしたら、それは大変残念で

ある。 

 ちょっと蛇足ですけれども、私、１つかかわっていることで、国際のほうでＪＢＩＣと、

国際プロジェクトで海外に工場つくったり、そのときにＣＯ2がどれだけ減る、それに対

してファイナンスをつけるというのがあるのですが、そのとき、１つ今つくっている方法

論の中で、生産される製品の省エネ、つくるときではなくて、ＬＥＤですとか、もちろん

自動車ということもあり得ると思うのですが、それが使用されるときの省エネの分、削減

量をつくる工場のところに付与するという方法論をＭＲＶの中で今作成しております。 

そういうことが、まだ完成しておりませんが、できれば、工場でつくっているときに、

いわばライフサイクルの減るほうの削減量をちゃんとカウントしてやるということが可能

なのですね。それはＪＢＩＣですから、海外の投資のほう、投資金融とかそちらのほうか

らまず入ってくるのですけれども、こういう動きもありますので、ぜひその辺もご勘案い

ただいて、ライフサイクルの削減を見通しながら目標をつくっていただきたいですし、考

慮していただければありがたいかなと思っております。 

 それでは、お三方、ネームプレートが上がっておりまして、今ちゃんと順番をみていた

だいていたようですので、大石委員、小野田委員、それから松本委員の順番でお願いいた

します。 

○大石委員  ご説明ありがとうございました。今、座長がお話しいただいたところと私

もちょっと質問がかぶるのですけれども、先ほどご説明いただいた資料４－３の５ページ

のところで、ＣＯ2の総排出量、それから原単位の設定は、いろんな種類の車があって難

しいというお話で、実際にそのために2020年度の目標というのもなかなかはっきり出てい

ないというところもあるのかなと思うのですけれども、資料４－４の13枚目の、先ほど、

ハイブリッドであれば生産のところでプラス20％ということがあるので、ちょっと高目に

2020年度の目標がなっているということだったのですけれども、例えばハイブリッドだけ

ではなくて、これから電気自動車ですとか、水素燃料のものですとか、本当に動くときの

ＣＯ2というのを考えれば、多分そういうものがふえてきてほしいとは思うのですけれど
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も、つくるときでは今の段階ではかなりまだ生産段階でのＣＯ2が高いということで、多

分そこら辺のところがちゃんと数値として出てきていない。 

消費者からみると、電気自動車なんて、走るときに全くＣＯ2出さないのに何でなかな

かふえないのだろうみたいなことを思っている消費者も多分多いと思うのですけれども、

そこら辺のこれからの2020年度に向けての工業会としての生産目標プラス、生産に係るＣ

Ｏ2みたいなものの数値というのがもう少しどこかにきちんと出ると目標の数値というの

がみえやすくなるのではないかと思いました。なので、ぜひそこら辺の資料というのもプ

ラスしていただきたいなというのが１つ。 

 それからあとは、ＣＯ2を減らすという意味では、消費者、乗る側もすごく協力しなけ

ればいけないということで、自工会さんの資料の４－４の25ページに「エコドライブの促

進」ということで、いろいろ取り組んでいるということがあったのですけれども、もう少

し具体的に、どこでどのような、こういうのをつくっていますというだけでなくて、実際

に行われていて、それによって、ちょっと数値を出すのは難しいかもしれませんけれども、

どのぐらいの効果があるのかというところまでみせていただけるとありがたいかなと思い

ました。 

 それからあと、同じく資料４－４の30ページのところに海外での削減ポテンシャルとい

うことで出てきているのですけれども、これはポテンシャルがあるというだけではなくて、

実際に計画の中に海外での削減というものを具体的にみせていただけるといいかなと思い

ました。 

以上３点が自工会さん。 

あと、産業車両さんのところで、先ほどのフォークリフトの話で同じことを思ったので

すけれども、資料６－２の６ページのところで、高効率のフォークリフトを今開発中だと

いうことだったのですけれども、これも、多分つくるときにはかなりＣＯ2というのが多

くなる可能性もあるのではないかと思いまして、いろいろな方式の新型フォークリフトが

出ているということだったのですけれども、そういうつくるときのＣＯ2の削減努力みた

いなものとか実際の量というのが出ればいいかなと思いました。 

あと、ちょっとこれは余談なのですけれども、もしこれで無人になった場合、これは車

両になるのですか、それともロボットということになるのですか。 

○松橋座長  それでは、一通りご指摘をいただいてからお答えをいただきたいと思いま

す。続きまして、小野田委員、お願いします。 
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○小野田委員  非常にわかりやすい説明で、ありがとうございます。他の産業界も模範

になるような取り組みを継続していただければと思っております。自工会さんと車体工業

会さんに対して１つと、あと、部品工業会さんに１点質問でございます。 

 まず初めのほうですが、資料４－３、ご説明いただいたパワーポイントの７ページの部

分で、「2012年度に実施した主なＣＯ2削減対策の効果」ということで、これは１つは年間

ということでいいのかということと、あとは、これらの数値をどういう形で出しておられ

るのかというところをちょっと補足でご説明いただきたいなと思っています。中身が非常

に細かいので、実績といってもいろいろ計算が入っておられるのではないかという意味で

申し上げているのと、あと、こうした取り組みこそ、先ほど部品工業会さんのほうからも

あったのですが、どのぐらい水平展開できているのかというところが、もし定性的にでも

把握されているところであればコメントいただきたいなというところが１点目でございま

す。 

 部品工業会さん向けのは、ご説明いただいたパワーポイントの15、16ページのところで、

例示で出ているデータで申しわけないのですが、ちょっと考え方をいただきたいという意

味でございます。例えば下の図で、これは恐らく、想定すると、部品ごとの材料製造、部

品製造とかの段階のＣＯ2排出量を出しておられると思うのですが、この総工事というの

はどのように出しておられるかということの確認。最終的に台当たりで出ているので、こ

の部品を素材変更したことによる効果というのを燃費のほうにどうやって換算しているか

というロジックが入ってないと出てこないと思うのですが、そこの部分を、どういう考え

方でこのツールができているかということを教えていただければと思っております。 

 以上です。 

○松橋座長  ありがとうございます。続きまして、松本委員、その後、千葉委員にお願

いいたします。 

○松本委員  大変意欲的な目標達成、お疲れさまでございました。非常に関心をもって

皆様のお話を伺っておりました。 

 資料４－４の32ページにも、「ＣＯ2排出量の大幅削減につながる革新的技術の概要」と

ございますけれども、私、次世代自動車、またガソリン車の燃費改善ということに非常に

関心をもっております。中でも、次世代自動車の中でもとりわけハイブリッド車はもちろ

ん今後普及のかなめになっていくと思いますけれども、ＥＶ、電気自動車に非常に関心を

もっております。 
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 その一つの大きな理由としましては、社会全体がこれから低炭素社会を目指していく中

で再生可能エネルギーを大量導入していく時代になってきます。その中で分散型エネルギ

ー社会をつくっていこうという流れになっていますが、蓄電技術ということがまさに今も

う動き出している状況でして、その中でＥＶを社会の中に実装していこうという議論が活

発化しております。 

本日はハイブリッド車の話が次世代自動車の中では中心だったのですけれども、自工会

様にお伺いすることになるかと思いますけれども、電気自動車を今後2020年に向けて生産

台数的に目標としてどのぐらいあるかですとか、あと、車両としての機能、また、ＩＴＳ

のみならず、社会に実装していくという期待が高いこの電気自動車についてどのようにお

考えか、また、もし戦略があるようでしたらお聞かせいただきたいと思っております。 

 以上でございます。 

○松橋座長  わかりました。ありがとうございます。それでは、千葉委員、お願いいた

します。 

○千葉委員  少し風邪引いていて、鼻声で申しわけありません。 

まず第１点目、やはり納得できないのが自動車工業会さんの目標の立て方なのですね。

資料の４－４、2020年の削減目標がスライド番号の12、13にありますけれども、この計算

をみる限り、設定方法では2005年の台当たりの原単位を使っていらっしゃいますね。そう

やって次世代自動車の比率を推定していらっしゃるにもかかわらず、最終的な削減目標に

なるといきなり1990年にさかのぼってしまうというのが、なぜこういう発想になるのかが

やはりわからない。もともと2005年の実績をベースに考えているのであるならば、それに

基づいて考えていくのが筋ではないかと思われます。 

 また、いろいろほかの工業会さんのほうでもそうなのですけれども、リーマン・ショッ

クとか大震災なんかも受けて、事業の中身とかやり方が随分変わったということがありま

す。それはよくわかりますが、その結果として、今日、今現在があるわけで、そのときに

例えばＢＣＰですね。事業継続計画なんかの見直しなんていうのも本格的にやられたと思

うのですが、その結果、各社、あるいは工業会として、業界団体としてどのような対策を

とっているのかとか、今日こういう考え方が新たに出てきたとか、その検討の成果という

のがここでは何の説明もされていないので、それぞれの業界団体の方に、もしご説明でき

ればお願いしたいと思います。というのも、結局、一番問題になっているエネルギーマネ

ジメントシステムにどこまで本気で取り組もうとしているのかというのがみえないという
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印象を今回は受けました。 

 さらに、部品工業会さんのほうでは、スライド番号でいきますと15、ＬＣＡの話のツー

ル、実は私はこれは大好きなのでぜひ普及していただきたいと思うのですが、この利用状

況とか普及の状態というのも簡単にご説明いただけると、多分やっている人は励みになる

だろうし、ほかのやってない人はやらなければいけないかなあという気持ちになるかなと

思います。 

 あと最後に１点だけですが、現在、国際的な動向として統合報告ということが求められ

るようになってきています。従来の財務報告だけ、財務情報だけでは中身がよくわからな

いので、それをきちんと説明するような非財務情報なんかもあわせて報告してほしいとい

う要求が出てきています。 

 その際に考えなければいけない要素としては、単に短期での財務の内容だけではなくて、

中長期的にみて自分たちの事業内容にどのようなリスクがあり、それを経営者がどのよう

に認識して、どうやって対策していこうか、その戦略を説明してくださいということがあ

ります。多分、これはそれぞれの企業の人にやってくれというと大変難しいことになるの

ではないかと思われるので、ぜひ業界団体として、これから向かうべき業界が抱えるリス

クというのはどんなものがあるのだろうか。特に皆さん、今回、2020年というところでタ

ーゲットを置いていますので、2020年までに業界団体ではどのようなリスクがあって、ど

のような対策といったものを講じなければいけないのかとか、そういった指針となるよう

な話も、もしこの計画の中に盛り込んでいただければうれしいなあと思います。 

 以上です。 

○松橋座長  それでは、一通りご指摘をいただきましたので、回答のほう、大変多岐に

わたって恐縮ですが、よろしくお願いいたします。 

○岡山氏  ご指摘ありがとうございます。それでは、大石先生のご指摘からできる限り

お答えさせていただきたいと思います。 

 まず、ハイブリッド及びそのほかの次世代自動車の件ですけれども、４－３の最後の17

ページ、すごく小さい図表で申しわけございませんけれども、一番左の上が実はコンベの

普通のガソリン車とアクア、ハイブリッドのライフサイクルの比較でございます。一番左

側のＣＯ2と書いてあるのがライフサイクルのコンベの車のＣＯ2とアクアのＣＯ2の排出

量の比較でございます。 

実はこの情報というのは全ての車のカタログに載っております。といいますのが、車を
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設計する上で、どういう目標値を設定していくのかと。車両の燃費改善というのは非常に

細かな技術の積み上げですけれども、えてして、ライフサイクルでみると、逆にＣＯ2が

ふえてしまうというところがございます。したがいまして、設計上でこういう手法を取り

込んでいこうという点とともに、お客様にきちっとコミュニケーションしていこうという

ことで、弊社ですと全ての車ですけれども、ほかの会社さんも同等にかなり取り組まれて

いて、コミュニケーションとして載せさせていただいていると。 

ただ、みていただきますように、それぞれの会社さんがどのような工程をもって、どの

ようなバウンダリーを引いてこのライフサイクルを引くかと。例えばどこから物を調達す

るかによってかなり変わってまいります。したがいまして、このバウンダリーの設定の仕

方自体によって値というのは非常に変わるものですから、ある前提を置いた上での比較と

いうことでみていただければと思います。 

同様に、実はきょう持ち合わせてございませんけれども、ＥＶＦＣのライフサイクルと

いうのも出ております。ただ、これも電気を何によってつくるかによって非常に大きく変

わってまいります。その辺は、ほかの産業界、日本の政府とともにいろいろこれから考え

ていかなくてはいけない点が多々あると思っています。 

一方、これからの生産の目標でございますけれども、これは非常に難しゅうございまし

て、2020年といいますと、私ども、自動車業界から申し上げますと、非常に短期でござい

ます。設計して、車を出してといいますと数年以上かかるということ。開発を含めますと、

2020年ってかなり過ぎてしまうような話でございまして、2020年段階でＥＶＦＣがかなり

の割合で普及するかというとなかなか厳しい面があるのではないのか。その辺の議論とい

うのはむしろ政府の2020年次世代車戦略という中で語られていると理解しております。 

一方、ユーザーの方の協力ということでエコドライブというものを紹介させていただき

ました。これは実は東京モーターショーでいろいろイベントを張ったりしたものでござい

ますけれども、実はこのもとになっておりますのが、なぜ実燃費とカタログに書いてある

燃費というのが違うのであろうかと。いろいろお客様からもお叱りを受けたりご指摘を受

けたりしております。私どもも、なぜ違うのだろうかというのを昨年いろいろ解析しまし

て、これはいろんな要因があるという考えに至っておりまして、ただ、それを何とか埋め

る方法というのはさまざまあるであろうと。その一つとしてエコドライブと。これは、私

どもも努力しますけれども、何とかしてユーザーの方々にいろいろお願いしたいというこ

とで、こういう推奨をしてきていると。 
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ただ、これは業界というよりも各社レベルでございますけれども、各社レベルでは、そ

れぞれの自動車にエコドライブインジケーターというものを取り付けて、お客様の、ふん

わりアクセルとか、いろんな運転する上で配慮していただけるような取り組みを続けてい

るというような状況でございます。 

また、海外の削減のポテンシャルというところでございますけれども、これはポテンシ

ャルでなくてコミットという形で計画の中に織り込めないのかというご指摘かと思います。

ただ、ご指摘のとおりでございますけれども、いかんせん、海外の事業体というのはパー

トナーがいるような話でございます。できる限り頑張っていきたいと思いますけれども、

この「低炭素社会実行計画」のもつ重みと、コミットというのは本当に何が何でも目標を

達成するものと理解しております。きちっと状況を把握していきたいとは思っております

けれども、やはりポテンシャルという位置づけで頑張っていきたいと思います。 

一方、小野田先生の、この自主行動計画の７ページの削減の効果というのは１年間の単

年でいいのかというところでございます。おっしゃるとおりで、これは実は毎年、単年の

ものを載せておりまして、５年間のはどうなったのといわれるのが、少し今回のプレゼン

の中で失しておりまして、申しわけございません。今までの報告を足すとその効果になる

という状況です。これは私どもの至らぬ点でございます。 

あと、この削減効果というのはどこから来たのかという点でございますけれども、これ

は各社にアンケートをとりまして、それの積み上げでございます。当然、削減したのと一

緒に増加要因もございます。それを突き詰めていくと実はよくわからないところがござい

まして、とはいいながらも、実績というのは、排出量は確とした数字だよねと。これは確

とした実績、事実でございますけれども、削減効果というのは各社のアンケートによるも

のの背景でございます。 

一方、この水平展開はどこまでしているのという点でございますけれども、「低炭素社

会実行計画」の４－４の資料に、例えば15ページからの将来の削減のポテンシャルという

ところで、それぞれの例えば高性能ボイラーの横展はどこまで行っているのだろうかと、

これがどこまで積み上がるだろうかというのを一応とらせていただいております。ただ、

こういう横展というのは非常に大事な要素でございます。きちっとやっていかなくてはい

けないと思うと同時に、私どものところは、18ページにあるように、革新的技術、革新的

開発と、非常に国際競争をしているところでございます。このＣＯ2を下げるということ

が生産の効率を高めると思って、各社がそれぞれいろんな知恵を絞っていると。ここが実
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は私どもの一番注力したい競争力の源泉であるというところでございます。ただ、ここは

なかなか水平展開できないと、競争力そのものでございます。 

一方、松本先生のＥＶの話でございますけれども、この蓄電技術とか社会で使ってもら

えるようにどのような取り組みをしていくのか、どのような戦略をもっているのかという

点でございます。ありがとうございます。おっしゃるとおりで、この車が物を運ぶ、人を

運ぶという以上にいろんなお役に立てる要素があるというのは各社とも理解しておりまし

て、さまざまな取り組みを実証という形で、例えば豊田市であるとか横浜市であるとか、

いろんなところでさせていただいております。 

ただ、その中で戦略といいますと、まだまだ業界で戦略をもつというようなレベルでは

なくて、各社ごとのマターと。また、ＥＶの普及といいますと、2020年段階ではなかなか

難しい面があるということで、実証というものでございます。 

ただ一方、現実的になりつつあるところが例えば蓄電池のリサイクルという面で、古く

なった蓄電池をもう一回電池としていろいろ利用いただけるのではないかということで、

再利用、再使用という形で、このステーショナリーのものに使っていただくという取り組

みも徐々に始めておると。この辺は、将来というよりも、より近いところでやっていける

のではないかと思う次第でございます。 

あと、最後の千葉先生のご指摘、ありがとうございます。大変厳しいご指摘で、襟を正

すところでございますけれども、１つは、2020年の目標が05年の台数の基準でＢＡＵを積

んでいるのに、なぜ90年レベルだというご指摘でございます。ただ、私どもの目標という

のは、４－４の13ページにございますように、実は28％というよりも、この709万トンで

ございます。これを90年でみるとどのくらいになるかというものだけでありまして、これ

は例えば05年でみると自動的に数字的に出るというもので、この709万トンの総量とみて

いただければと思います。 

また、事業継続計画の見直し、それがどのように行われたのかと、エネルギーマネジメ

ントはどこまで真剣に取り組もうとしているのかみえないという厳しいご指摘、ありがと

うございます。この事業継続計画の見直しというものに関しましては、先ほどの2020年、

1,170万台、本当につくるのかといわれるところであるかと思います。今の状況は必死に

日本の物づくりを守ろうということで、本当にいろんな取り組みをして、何とか日本の物

づくりが国際的に競争力をもつようにということで、その文脈の中でこのＣＯ2の削減が

生産効率を上げるための取り組みということで取り組ませていただいております。 
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それが４－３の８ページにございますように、例えば新しい工場だったらもっともっと

いろんなことができるぞというような取り組みの一つでございます。ただ、それが事業継

続計画に反映されているかというと、相変わらず1,170万台のままでございまして、ただ、

これというのも、この目標をつくったときに円高が非常に厳しい状況でございました。今

の１ドル100円に戻るということがとても予想できない中で、非常に2020年の見通しがで

きないという状況でございます。これが、苦肉の策といっては何でございますけれども、

私ども、真摯に取り組んでできる限りのことをして、状況をみて、今までやってきたよう

に目標をどんどん見直していこうではないかと、そういう議論をしていこうではないかと

いうのがこの低炭素社会の中に盛り込んだ思いでございます。 

一方、このエネルギーマネジメントをどこまで真剣に取り組んでいるのというところで

ございますけれども、本当に定性的で申しわけございません。必死でございます。という

のが、なかなか思いが伝わらないのが私どものプレゼンの拙さで申しわけございませんけ

れども、実は資料４－３の５ページ、６ページにございます原単位のところでございます。

これは原単位がどんどん下がってきたというのが、原単位は目標を立てないといいまして

も、きちっと指標としてみて使っております。 

順調に下がってきたのがいきなりコケたというのがリーマン・ショックでございます。

これは本当に生産の稼働率が悪くなるとどういうことが起こるかというたまものです。要

は、物をつくってないときにいかに固定のエネルギーの使用量が多かったかというのは、

私ども本当にびっくりした状況でございます。ここから、何とか維持して下げようという

のが、私ども、生産を寄せてとめるという活動をしております。それをしながら何とか効

率を上げていこうという取り組みをしておりまして、この辺がうまくプレゼンできなかっ

たというのが申しわけなく思ってございます。何とか伝えていく努力をしていこうと思い

ます。 

以上でございます。 

○松橋座長  ありがとうございます。そうしましたら、部品工業会様、産業車両工業会

様のほうでもお願いいたします。 

○小木曽氏  小野田委員からいただきました質問について回答させていただきます。資

料５－３の15ページ、16ページでＬＣＡに関するご質問だったと解釈しております。まず、

走行時の想定につきましては、これはすみませんが、仮説を立てるしかございません。本

来であれば、いろんな部品がいろんな車種、いろんなメーカーさんに納められて、それで
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燃費で計算するのが本来でございますが、マクロ的には、中型クラス、10万キロの走行等

の仮定を立てながら、その走行時での排出量を計算するというのが今の現況でございます。 

 また、ツールの構成についてということでございますが、実際に、15ページにございま

すように、種々の部品の中でいろんな部品の材料、それに伴いますいろんな設備や工程で

物がつくられるということで、それぞれの組み合わせの中でＬＣＡが出されるということ

で、部品工業会としては、これの数がどれだけバリエーションとしてそろえて、会員企業

さんに使っていただくツール、それに対する理解活動をしながら、製品への貢献を見える

化していくかというのが大事だと考えております。これは部品工業会として共通のツール

ということをまずつくりながら、これが一般的な標準的な例だという形で、まずは拡大し

ていくという形で進んでおります。 

 それから、関連のご質問で千葉委員のほうから利用状況という話がございましたが、ま

だ具体的には把握しておりません。ただし、このツールを作成した段階で、会員企業様へ

の勉強会といいますか、説明会をしております。その参加率は40社ぐらいだったと記憶し

ております。自主行動計画は170社ぐらいですので、その率からみると４分の１ぐらいが

まだ興味をもっていると。ただ、実際に会社の開発・設計の中で運用しているかというと

また別問題という形になりますので、それは部品工業会としての理解活動だとか、本当に

開発に活用するためにはどういう使い方があるかという形を先進的な企業がはっきりと示

していくことが大切だと考えております。 

 それからもう一点、千葉委員のほうから、2020年目標に向けた検討のプロセスというお

話がございました。先ほども少しご説明しましたが、今回の目標については、一旦我々は

電力の変動なり固定係数を真水で勝負しようというのを真剣に論議してまいりました。そ

れからもう一点は、当然我々としてはエネルギー量を下げる、それから、コストを下げて

会員企業でのコスト削減にも両立するという観点で、しっかりとそのアイテムだとか低減

量も意識しようという形で検討してまいりました。 

一方、エネルギーマネジメントシステムという観点では、電力会社の原発の停止に伴っ

て、電気を本当にどこまで確保するのかというのがやはりここ最近の話として出てきてお

ります。先ほども事例展開という話をさせていただいたり勉強会という話をさせていただ

きましたが、その中では、東京電力管内におきます節電に対してどういう努力しろをしな

がら乗り切ってきたかということも含めながら、本当に電気の安定確保って何だろうとい

う形で、会員企業同士が共有する場面もつくりながら進めてきております。 
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 今後は、エネルギーの安定供給の確保、それから、量とコストの両立というところを計

画の中にも反映しながら、実運用にもさせていただきたいと考えております。 

○高瀬氏  それでは、産業車両に対しまして大石先生より２つお尋ねがあったかと思い

ます。１つは、自動車工業会さんと同じような切り口かと思いますけれども、いわゆる次

世代クリーンフォークリフトをつくった場合に、生産段階でのＣＯ2がふえてしまうので

はないか、使用自体は減るのだけれどもというお尋ねかと思いますが、現在、現状の、先

ほど申し上げたように、国内で６割ぐらい、今、電気車ですけれども、そちらについては

ほとんど製造段階でのＣＯ2に差はないと思っております。あるメーカーさんでは、エン

ジン式のフォークリフトと電気式フォークリフトと同じ生産ラインに流したりというケー

スもございますので、もちろん全くイコールではないかもしれませんが、大きな差はない

とみております。 

 ただ、ハイブリッドですとか、あるいはさらなる次世代電池といったことになった場合

はふえてくると思いますが、まだ全体のボリュームがそれほど大きくないので、全体の作

業目標等、公表する場合には余り関係はしてこないかなと考えております。 

 それと、無人搬送車は車両かと。難しいのですけれども、これは実はロボット工業会さ

んとも前に話をしたことがございまして、無人搬送車は、国際安全規格、ＩＳＯですと、

産業車両がＩＳのＴＣ100ﾄｳという枠組なのですが、そちらのほうに無人搬送車というの

がございまして、そこで今、ロボットのほうは別の自走式ロボットのような規格をつくっ

ていらっしゃるので、そこで重なってしまうといけないということで、すみ分けといいま

すか、いわゆる車輪がついて物を運ぶものについては産業車両ということで、ＩＳＯもそ

ちらで扱っております。それ以外に、どちらかというと生活支援ロボットのような形で動

いているものはロボットということで、だんだん将来的に差がなくなるというか、境目が

非常にみにくいかと思いますけれども、現状はちょっとそういう切り口で分けさせていた

だいております。 

 以上でございます。 

○松橋座長  ありがとうございます。事務局のほうから１点補足があるようです。 

○石井課長補佐  経済産業省自動車課の石井です。 

 先ほど松本委員からいただきましたＥＶ含む次世代車の普及についてなのですけれども、

政府の取り組みについて簡単にご紹介させていただきます。 

 ＥＶですとかプラグインハイブリッド、それからＦＣＶといった電動車両を含む次世代
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車については、重要な車種と捉えておりまして、その普及施策を今講じているというとこ

ろでございます。2010年には「次世代自動車戦略2010」というものを経済産業省のほうで

とりまとめまして、その中で、政府の積極的な支援を前提にということでございますけれ

ども、2020年に新車販売に占める次世代車の割合を50％にすると。ＥＶですとかプラグイ

ンハイブリッドについては、新車販売に占める割合を15から20％にするという目標を掲げ

ております。 

 ただし、先ほど岡山主査からありましたように、非常に厳しい目標でございまして、い

ろいろ課題があると思っております。これら電動車両の普及に向けては課題は３つあると

思っていまして、１つは車両価格が高いですとか、あとは航続距離がやはりまだ短いと。

ＦＣＶは長いですけれども、電池を積んでいるものはまだ短いと。それからあとは、イン

フラが不足しているというような課題がございますので、これらを解決するために、いろ

んな予算ですとか、税制ですとか、そういったものを考えて検討して進めているという状

況です。 

 例えばインフラについていうと、47都道府県に県庁に動いていただいて、どういったと

ころに充電器をつければ効率的に配備が進み、連結なく移動できるかという観点でビジョ

ンを策定してもらって、そのビジョンに基づいて充電器を設置する場合には補助率を上げ

るという形でインセンティブを与えています。補助率を３分の２にしているのですけれど

も、それでもやはり、補助裏の部分、３分の１自己負担になるということで、これは11月

の中旬にトヨタさん、日産さん、ホンダさん、三菱さんが、この残る３分の１の部分と、

あとは８年間の充電器のランニングコストについて支援しますということで、その支援ス

キームを発表していただいているというところでございます。こういう形で官民あわせて

インフラの整備といったものを進めながら、次世代車の普及に努めていきたいと考えてお

ります。 

○松橋座長  どうもありがとうございます。小見山室長からもお願いします。 

○小見山室長  １点確認しておきたいことがございます。日本自動車部品工業会ですけ

れども、資料５－３の18ページに書かれている低炭素社会実行計画について、ＣＯ2原単

位でみると、2012年度に87.3まで下がっているのですけれども、2020年度の目標は、2012

年度と比較すると0.3だけ改善するというのが目標だということでしょうか。仮にそうで

あるのならば、これ以上の削減がなかなか厳しいということだと思うのですけれども、そ

の辺の事情を少しお聞かせいただけると有難く存じます。 
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○小木曽氏  12年の結果を踏まえると、すみませんが、こんな数値になってしまったと

いうのが結果でございます。議論の中では、やはり年平均１％下げていくという中で、先

ほど申しましたように、削減量をどれだけ本当に実行しながら、会員企業、部品工業会全

体として貢献していくかというのを中身としては議論しております。年間の削減量として

は、先ほど申しましたように、やはり５万トンから７万トンを平均的にやっていくという

ところを我々の裏のほうでは計画とか戦略に入れていきたいと考えておりますので、そこ

の裏づけとともに、必要であれば、そこの数値の改定だとか考え方の見直し、それから、

検討においては政府の温暖化目標とどう連動するかということもさらには検討のほうに加

えていきたいと考えておりますので、また改めてその点についてはご相談もさせていただ

きたいと思いますので、よろしくお願いいたします。 

○松橋座長  よろしいですか。 

 今の点なんかも、きょうは非常に中身の濃い質疑応答でございまして、聞いているだけ

でも幾つもまた新しいことのヒントもあったように思いますし、最後のお話も、部品工業

会様のほうでも非常に大変なご尽力されている中で、出てきている数字は0.3と。しかし、

中身は全く設備も何もかも変わってないという意味ではなくて、まさにＢＣＰという、千

葉委員のお話があった、どうやって事業継続性を確保していくかという厳しい戦略の中で、

恐らくいろいろな組換えとか内容が変わっていっている中で、その結果がエネルギーとか

ＣＯ2という点でみるとこうなっていると私どもは解釈いたしますし、と私は思うのです

けれども、また時間があればゆっくりと、あと２時間ぐらい議論したいところではあるの

ですが、そうもまいりませんので、またいろいろ継続して、このようなダイアローグを通

じてお互いに理解を深めながらさらに一層日本全体のためになるように努めてまいりたい

と考えております。 

 それでは、今後の予定でございますが、ワーキンググループの親会議である産業構造審

議会及び中央環境審議会の合同会議において本ワーキングの議論の報告を含め自主行動計

画及び低炭素社会実行計画の審議を行います。合同会議に本ワーキングの議事を報告する

ため本日の議論の概要を作成することになりますけれども、その内容については座長であ

る私にご一任いただくということでよろしいでしょうか。 

     （「異議なし」の声あり） 

 大変ありがとうございます。 

最後に、事務局のほうから連絡事項等あればお願いいたします。 
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○小見山室長  活発なご議論をいただきありがとうございました。議事録につきまして

は、事務局でとりまとめて、委員の皆様にご確認いただきました後、ホームページに掲載

させていただきたいと考えております。 

○松橋座長  それでは、以上をもちまして本日の議事を終了させていただきたいと思い

ます。本日はまことにありがとうございました。 

 

                                 ――了―― 


